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◎　第1次野洲市総合計画　ローリング実施計画【H20～H22】対象事業事業費　性質別・財源別の一覧表　

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債
　左のうち合併

特例債
その他特財 一般財源

人件費 58,243 0 0 0 0 11,760 46,483
物件費 277,802 143 57,732 0 0 50,344 169,583
扶助費 0 0 0 0 0 0 0
補助費 43,859 0 1,304 0 0 0 42,555
投資的経費 1,009,373 41,500 50,000 601,900 519,000 29,559 286,414
全体計 1,389,277 41,643 109,036 601,900 519,000 91,663 545,035
人件費 80,500 0 0 0 0 11,760 68,740
物件費 260,797 0 30,272 0 0 60,000 170,525
扶助費 0 0 0 0 0 0 0
補助費 46,200 0 1,500 0 0 1,000 43,700
投資的経費 941,140 251,120 38,210 330,400 148,900 7,500 313,910
全体計 1,328,637 251,120 69,982 330,400 148,900 80,260 596,875
人件費 80,500 0 0 0 0 11,760 68,740
物件費 244,537 4,200 29,822 0 0 60,000 150,515
扶助費 0 0 0 0 0 0 0
補助費 42,950 0 1,500 0 0 0 41,450
投資的経費 2,249,680 477,037 10,000 1,380,000 1,258,500 7,000 375,643
全体計 2,617,667 481,237 41,322 1,380,000 1,258,500 78,760 636,348
人件費 219,243 0 0 0 0 35,280 183,963
物件費 783,136 4,343 117,826 0 0 170,344 490,623
扶助費 0 0 0 0 0 0 0
補助費 133,009 0 4,304 0 0 1,000 127,705
投資的経費 4,200,193 769,657 98,210 2,312,300 1,926,400 44,059 975,967
全体計 5,335,581 774,000 220,340 2,312,300 1,926,400 250,683 1,778,258

《一般会計》

H22

3ヵ年計

財源内訳

年度 性質別　計

H20

H21



◎　第1次野洲市総合計画　ローリング実施計画【H20～H22】財政計画　

（単位：百万円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

3,972 3,903 3,752
うち計画対象事業 58 81 81

2,106 2,148 2,191
うち計画対象事業 0 0 0

3,093 3,036 2,828
3,056 3,019 3,042

うち計画対象事業 278 261 245
48 48 48

1,826 1,787 1,784
うち計画対象事業 44 46 43

2,105 1,987 3,296
うち計画対象事業 1,009 941 2,250

1,148 1,117 1,021
17,354 17,045 17,962

うち計画対象事業 1,389 1,329 2,619

平成20年度 平成21年度 平成22年度

9,105 9,120 9,084
937 937 888
1,620 1,639 1,565
977 980 982
1,742 1,850 2,102

うち計画対象事業 151 321 523
1,666 1,251 2,131

うち計画対象事業 602 330 1,380
487 539 598

うち計画対象事業 92 80 79
820 729 612

17,354 17,045 17,962

0 0 0差引（Ａ）-（Ｂ））
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財源区分 金額

　国庫支出金 92,900

　県支出金 0

　地方債 139,400

　その他特財 0

　一般財源 82,600

事業費 21,100 事業費 167,800 事業費 126,000 事業費計 314,900

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 6,000

事業費 2,000 事業費 4,000 事業費 0 事業費計 6,000

　国庫支出金 184,137

　県支出金 0

　地方債 1,061,600

　その他特財 0

　一般財源 71,453

事業費 97,610 事業費 11,100 事業費 1,208,480 事業費計 1,317,190

　国庫支出金 0

　県支出金 34,950

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 18,640

事業費 25,300 事業費 14,490 事業費 13,800 事業費計 53,590

　国庫支出金 14,000

　県支出金 0

　地方債 81,600

　その他特財 0

　一般財源 11,945

事業費 107,545 事業費 0 事業費 0 事業費計 107,545

平成21年度

「乳幼児保育のあり方」検討策
定
耐震改修設計委託
三上第一保育園解体
保育室エアコン整備

耐震改修施工
耐震改修設計委託

耐震改修施工

基礎（ニーズ）調査の実施委託 後期計画の策定委託 -

木製学習机・椅子整備 継続実施 継続実施

中主小学校　トイレ改修工事
北野小学校体育館屋根改修
工事
野洲幼旧園舎屋根改修

－ －

「乳幼児保育のあり
方」検討

保育園整備の推進

平成１９年度において対象園の耐震
診断を実施。その結果を基に、園舎
の耐震化を推進するとともに、平成２
０年度に今後の保育園整備のあり方
に係る計画を策定（乳幼児保育のあ
り方、民営化等の課題を検討するも
の）する。

H19～

1-1　子育て・子育ち支
援の充実

次世代育成支援対
策・地域行動計画
の策定

「次世代育成支援対策推進法」に基
づく地方公共団体の行動計画を策定
する。計画全期の10年のうち、22年
度から5年間の後期計画を策定する
もの。

H20～H21

1-2　学校教育の充実
1-1　子育て・子育ち支
援の充実

学校等施設大規模
改修事業

老朽化した学校等教育施設の改修を
年次的に推進する。

H20

1-2　学校教育の充実 学童・生徒用イス机
更新

木製学習机・椅子を全小中学校に整
備する。

Ｈ19～　Ｈ
24

1-2 学校教育の充実

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度

学校耐震化の推進 市内公立学校・幼稚園の耐震化整備
を推進する。

事業名

1-1　子育て・子育ち支
援の充実

◎　第1次野洲市総合計画　ローリング実施計画【H20～H22】対象事業一覧表
【注】
　1.この一覧表の掲載する事業は、平成20年度から22年度の間において新規に実施しようとする事業及び拡充して実施しようとする事業を中心に、
　　政策上、優先的・重点的に推進する必要がある事業を掲載した。
　2.各年度の事業費については、20年度は予算額としたが、後年度については所管部局等によるの概算見込額である。
　3.「人件費」については、当該事業に係る嘱託職員雇用費と専従する有資格等専門職の人件費のみを計上した。
　4.この一覧表に掲げる事業のうち、一般会計以外の事業は、別に掲げる対象事業費一覧表及び財政計画の表に算入していない。
　5.平成20年4月現在

H20～H29 耐震診断(篠原小、野洲小、祇
王小　各体育館）
実施設計、診断（野洲中）

耐震設計（篠原小、野洲小、祇
王小　各体育館）

耐震工事（篠原小、野洲小、
祇王小　各体育館）
改修・改築工事（野洲中）

施策名 事業概要

1

2

5

3

4



財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 77,871

事業費 25,957 事業費 25,957 事業費 25,957 事業費計 77,871

　国庫支出金 0

　県支出金 59,431

　地方債 0

　その他特財 170,344

　一般財源 347,249

事業費 163,024 事業費 222,000 事業費 192,000 事業費計 577,024

　国庫支出金 76,420

　県支出金 38,210

　地方債 182,100

　その他特財 29,559

　一般財源 29,826

事業費 121,275 事業費 234,840 事業費 0 事業費計 356,115

　国庫支出金 143

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 947

事業費 1,090 事業費 0 事業費 0 事業費計 1,090

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 38,700

事業費 12,900 事業費 12,900 事業費 12,900 事業費計 38,700

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 35,000

事業費 20,000 事業費 10,000 事業費 5,000 事業費計 35,000

用地取得・用地造成設計及び
造成工事・測量及び実施設
計、開発申請等

世代間交流公園施設整備

外構及び植栽工事・建設工事
及び施工監理・旧施設解体撤
去工事

-

確保対策補助金交付 継続実施 継続実施

策定委員会を中心とした食育
推進計画の策定

- -

健診費用助成拡大 健診費用助成継続実施 健診費用助成継続実施

継続実施

事業推進 継続実施 継続実施

特別支援教育支援員の全校
配置
特別支援教育指導主事、嘱託
心理判定員、巡回発達相談員
配置
専門家チームへのDr等の参画
等

継続実施

1-6　同和問題の解決 有隣館建設事業 同和問題解決の拠点として地区内外
の啓発と交流の場である有隣館につ
いて、老朽化に伴う建替えを行う。
また、地区内の公園に子どもから高
齢者までが利用することができる施
設（健康遊具等）を整備する。

H19～H21

2-1　健康づくりの推進

1-1　子育て・子育ち支
援の充実

地域医療医師確保
助成金

診療報酬の改訂や医師絶対数の不
足のため特に確保が困難となってい
る、小児科医や産科医の確保のた
め、地域医療の中核を担う医療機関
に対して確保対策費用の補助を実施
する。

H20～

2-1　健康づくりの推進
1-1　子育て・子育ち支
援の充実

妊婦健康診査事業
の充実強化

少子化対策の観点からの妊婦健康
診査にかかる公費負担の回数を増や
すとともに（従来：２回、H20年度～：
10回）と補助基準の見直しを行う。

H20～

2-1　健康づくりの推進 食育推進事業 市としての食育推進計画の策定を行
い、本市の食育推進の体系と理念等
を明確にする。

H20

1-3　青少年の健全育
成

放課後子どもプラン
の推進

市が実施又は関与する「放課後児童
健全育成事業（学童）」「放課後子ど
も教室」「地域子ども教室」の3事業に
ついて、『放課後子どもプラン』として
一元的に推進する。

H20～

1-2　学校教育の充実
2-3　障がい者福祉の
充実

特別支援教育の強
化推進

障がいのある児童生徒の自立や社
会参加に向け、一人ひとりの教育的
ニーズに応じた教育支援を実施す
る。

Ｈ19～

8

9

10

6

7

11



財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 20,000

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 14,000

事業費 34,000 事業費 0 事業費 0 事業費計 34,000

　国庫支出金 0

　県支出金 1,950

　地方債 0

　その他特財 35,280

　一般財源 102,714

事業費 46,344 事業費 46,800 事業費 46,800 事業費計 139,944

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 5,800

　その他特財 0

　一般財源 660

事業費 6,460 事業費 0 事業費 0 事業費計 6,460

　国庫支出金 8,000

　県支出金 0

　地方債 9,000

　その他特財 0

　一般財源 5,800

事業費 2,800 事業費 10,000 事業費 10,000 事業費計 22,800

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 7,000

事業費 0 事業費 2,000 事業費 5,000 事業費計 7,000

　国庫支出金 0

　県支出金 1,495

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 9,846

事業費 3,941 事業費 3,700 事業費 3,700 事業費計 11,341

システム整備 - -

- -

社会福祉士、心理判定員、保
健師を配置した、医療的、福祉
的、教育的援助の実施

継続実施 継続実施

新規増床分及びユニット化改
修床分補助金交付

各プロジェクト補助金交付
よし群落再生事業実施
事務局体制強化

継続実施（事業補助化） 継続実施（事業補助化）

野洲駅周辺バリアフリー測量
設計委託（まちづくり交付金対
象事業分）

重点整備地区内の最優先路線
の特定事業計画に基づく事業
実施。
及び特定事業計画の見直し

重点整備地区内の最優先路
線の特定事業計画に基づく事
業実施。

- 県協議等、アンケート調査等 景観行政団体の認証、景観
計画等の作成・市民委員会の
開催

2-6　防火・防災対策の
強化

全国瞬時警報（J-
ALERT）自動告知シ
ステム整備事業

通信衛星を介して受信した緊急地震
速報や弾道ミサイル情報を、同報系
防災行政無線の自動起動により市民
に瞬時に伝達するシステムを構築す
る。

H20

2-2　高齢者福祉の充
実

特別養護老人ホー
ム施設改修等支援

市内の特別養護老人ホームのうち、
ユニット化に向け施設の更新が求め
られているものについて、その費用の
支援を行うもの。また待機者の解消
のための増床に対して単独の補助を
行うもの。

H20

2-3　障がい者福祉の
充実

発達支援センター
事業

既存施設を活用し、発達障害を有す
る者又は疑いのある者に対して、心
理機能の適正な発達を支援し、円滑
な社会生活を促進するために専任職
員を配置したセンターを開設する。

H20～

3-2　水・緑環境の保全
と創造
3-3　地球環境の保全
3-4　廃棄物の抑制とリ
サイクルの推進

環境基本計画の推
進

環境基本計画のプロジェクトとして、
琵琶湖岸菖蒲地先において、過去に
見られた葦帯を再生等、環境基本計
画リーディングプロジェクトの推進。
琵琶湖面市町界の新規設定に係る
交付税相当額をこれに活用する。

H19～H25

3-1　ふるさとの景観の
保全と創造

景観行政団体として
の取組みの推進

滋賀県の同意を得て国が自治体を景
観行政団体として認証する制度に関
わって、景観法に基づいて、市の特
色をもって策定する「景観計画」に基
づく建設等に関わっての規制やまち
づくりを進める。

H21～H22

2-8　交通安全の推進 交通バリアフリー道
路特定事業計画の
推進

高齢者や障がい者が安心して暮らせ
るよう、野洲市交通バリアフリー特定
事業計画に基づき、人にやさしい生
活道路の整備を実施する。

H18～H22

14

12

15

16

17

13



財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 79,000

　県支出金 0

　地方債 59,200

　その他特財 0

　一般財源 19,800

事業費 0 事業費 158,000 事業費 0 事業費計 158,000

　国庫支出金 4,200

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 10,900

事業費 0 事業費 2,500 事業費 12,600 事業費計 15,100

　国庫支出金 7,500

　県支出金 0

　地方債 5,600

　その他特財 0

　一般財源 3,068

事業費 16,168 事業費 0 事業費 0 事業費計 16,168

　国庫支出金 0

　県支出金 10,000

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 1,000

事業費 11,000 事業費 0 事業費 0 事業費計 11,000

　国庫支出金 0

　県支出金 4,000

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 4,000

事業費 8,000 事業費 0 事業費 0 事業費計 8,000

　国庫支出金 147,500

　県支出金 0

　地方債 133,000

　その他特財 14,500

　一般財源 525

事業費 525 事業費 15,000 事業費 280,000 事業費計 295,525

3-3　地球環境の保全 バイオマスタウン構
想の推進

全地球的課題である地球温暖化問
題に、地域として必要な取組みを進
めるため、政策上必要なリーディング
事業を推進する。

H20～ -－ ・野洲市温水プールに木質ボイ
ラーを設置
・林地残材や選定枝など木質
チップ供給システムの構築

- -

構想策定、地元等関係機関協
議
基本計画策定

実施設計、下水道区域変更、
開発申請他所手続

本体工事、下水・水道工事

計画策定委託

データ収集、方針検討 方針決定・循環型社会形成推
進地域計画策定等委託

基本計画・基本設計・生活環
境影響調査委託

亀塚古墳の公園整備施工 - -

展示内容のリニューアル - -

4-1　まちを活性させる
産業基盤の立地の促
進
4-4　地域資源を活か
した観光の振興

湖岸市有地におけ
る地域振興施設設
置

吉川地先の湖岸市有地における、地
域振興施設の検討を進める。

H20～H22

4-1　まちを活性させる
産業基盤の立地の促
進

地域産業活性化計
画策定

企業立地促進法に基づく地区指定を
受けて、ＩＣＴ産業の集積をめざした産
業活性化計画を樹立し、企業の誘致
を具体的に推進する。

H20

3-4　廃棄物の抑制とリ
サイクルの推進

中間処理施設の耐
用期限への対応検
討

現行施設の耐用が平成25年度頃と
目されていることから、広域処理の是
非や市のゴミ分別システムの今後の
方針も含めて、その対応を検討する。

H20～H25

～H20

3-5　歴史的遺産の保
護・継承
1-4　生涯学習・生涯ス
ポーツの推進

歴史民俗博物館の
展示内容のリニュー
アル

 合併した野洲市にふさわしい博物館
づくりをめざし、開館20周年を迎え、
中主地域の資料の活用を進め市民
に身近な博物館となるよう、展示内容
等を中心とした改修を実施する。

H17～H20

3-5　歴史的遺産の保
護・継承

大岩山古墳群の整
備

国指定史跡「大岩山古墳群」の整備
について、Ｈ18に冨波古墳の整備
後、Ｈ19に亀塚古墳整備の実施設計
を行ったことを受け、H20に整備工事
を施工する。
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財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 293,750

事業費 93,750 事業費 100,000 事業費 100,000 事業費計 293,750

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 60,000

事業費 20,000 事業費 20,000 事業費 20,000 事業費計 60,000

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 10,800

事業費 0 事業費 5,400 事業費 5,400 事業費計 10,800

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 5,600

事業費 800 事業費 2,400 事業費 2,400 事業費計 5,600

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 11,292

事業費 142 事業費 4,200 事業費 6,950 事業費計 11,292

　国庫支出金 0

　県支出金 4,304

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 65,972

事業費 23,276 事業費 23,500 事業費 23,500 事業費計 70,276

利子補給 継続実施 継続実施

負担金支出 継続実施 継続実施

補助金交付 継続実施 継続実施

補助金交付 継続実施 継続実施

継続交付 継続交付

補助金交付 継続実施 継続実施

助成金継続交付

4-2　商工業の振興 大規模商業事業所
の出店にかかる

商業活性化事業利
子補給制度

大規模新規商業施設の開店に関
わって、地元商業者が経営力増強の
ために店舗の新築増築や大規模店
舗等へのテナント出店を行いそれに
必要な資金の融資を受けた場合、又
は売上の減収により県制度から運転
資金の融資を受けた場合において、
当該利子の補填補給を市が行うも
の。

H20～H29

4-2　商工業の振興 大規模商業事業所
の出店にかかる

小売店の新築増改
築に対する補助

大規模新規商業施設の開店に係る
地元商業者の店舗新築・増改築等に
係る補助
・バリアフリー対応改修等　限度額50
万円
・エコストア改修等　限度額30万円

H19～H22

4-2　商工業の振興 大規模商業事業所
の出店にかかる

商工会特別事業補
助

大規模新規商業施設（イオンスー
パーセンター）の開店に係る商工会
の特別事業に対する補助
・専門経営指導派遣事業者負担額に
対する補助
・商工会実施の地域商業振興事業に
対する補助

H19～H22

4-2　商工業の振興 大規模商業事業所
の出店にかかる

地域商業施設の設
置補助

大規模新規商業施設（イオンスー
パーセンター）の隣接敷地における
地域振興施設の設置に係る補助を実
施する。

H20～H24

4-2　商工業の振興
4-1　まちを活性させる
産業基盤の立地の促
進

工業振興助成金 工業の育成及び企業立地の推進を
図り、地域経済の振興及び雇用の創
出のため、企業の新規進出、投資等
に対して助成を実施する。

H17～Ｈ24

H19～H234-3　農林漁業の振興
3-2　水・緑環境の保全
と創造

農地・水・環境保全
向上対策事業の推
進

地域における農業排水路の清掃や
農道除草等の共同活動（1階）及び環
境こだわり農業（2階）を支援する。市
は県域の協議会に負担金（1/4相当）
を拠出し、そこから各集落等へ配分さ
れるもの。
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財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 0

　県支出金 10,000

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 0

事業費 0 事業費 0 事業費 10,000 事業費計 10,000

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 13,045

事業費 3,045 事業費 10,000 事業費 0 事業費計 13,045

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 70,000

事業費 35,000 事業費 30,000 事業費 5,000 事業費計 70,000

　国庫支出金 0

　県支出金 15,000

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 164,602

事業費 16,802 事業費 0 事業費 162,800 事業費計 179,602

　国庫支出金 140,200

　県支出金 25,000

　地方債 199,900

　その他特財 0

　一般財源 12,700

事業費 27,000 事業費 83,400 事業費 267,400 事業費計 377,800

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 2,500

事業費 2,500 事業費 0 事業費 0 事業費計 2,500

基本協定の締結、都市再生整
備計画、事業計画策定等

用地取得・駅舎等詳細設計 駅舎・自由通路等工事着工

基礎調査の実施委託 策定作業委託 －

農道舗装工事 農道舗装工事 農道舗装工事

市民活動の育成、啓発実施 計画の申請 里山における施設整備

補助採択申請
基本計画策定委託

実施設計委託事業 駅前広場着工、ﾍﾟﾃﾞｽﾄﾘｱﾝﾃﾞｯ
ｷ

区域区分見直しに係る調書作
成等業務委託

見直しに係る調整の推進 －

4-5　都市拠点の整備 篠原駅周辺都市基
盤整備

市の東部交通拠点であるＪＲ篠原駅
の橋上化と駅前周辺整備を、近江八
幡市、竜王町との共同で推進する。

～H24

4-3　農林漁業の振興 農道整備推進事業 農業生産基盤として重要な農道につ
いて、舗装等の整備を推進する。

H17～

4-3　農林漁業の振興
5-1　均衡ある土地利
用の推進

農業振興計画の見
直し

現在旧2町の計画を合冊で引き継い
でいる農業振興計画について、野洲
市として一本化した計画を地域との
協議を進めるなどのうえ策定する。

H20～H21

4-3　農林漁業の振興
3-2　水・緑環境の保全
と創造

県民参加の里山づ
くり事業

滋賀県が実施する市民参加の里山
保全活動に対する補助や施設整備
事業を推進する。

H18～H22

4-5　都市拠点の整備 野洲駅周辺の整備

（特定路線のバリア
フリーは別掲）

野洲駅前南口を中心とした区域の都
市再生整備を図るため都市再生整備
計画を策定し、「まちづくり交付金」を
活用した事業推進を実施する。

～H25

区域区分見直し推
進業務

Ｈ22実施予定の大津湖南都市計画
区域区分の見直しに関わって、市とし
て必要な調書等の策定を実施する。

H20～H215-1　均衡ある土地利
用の推進
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財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 64,600

　その他特財 0

　一般財源 80,763

事業費 85,363 事業費 60,000 事業費 0 事業費計 145,363

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 14,500

事業費 9,500 事業費 5,000 事業費 0 事業費計 14,500

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 40,200

事業費 10,200 事業費 20,000 事業費 10,000 事業費計 40,200

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 0

事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費計 0

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 370,500

　その他特財 0

　一般財源 24,000

事業費 313,500 事業費 21,000 事業費 60,000 事業費計 394,500

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 94,100

　その他特財 17,342

　一般財源 474,759

事業費 168,981 事業費 180,336 事業費 236,884 事業費計 586,201

送水管整備（三上）、連絡管敷
設（井口）、配水管整備

比江水源の改築、配水管整備 田中山配水池耐震化・配水管
整備

-

区画整理に伴う基礎調査（Ｂ
調査相当）

区画整理準備委員会設立支援
（各種計画策定支援）

区画整理準備委員会設立支
援（各種計画策定支援）

野洲川右岸線道路改良工事

五条吉川湖岸線設計

五条吉川湖岸線用地取得 五条吉川湖岸線新設改良工
事施工

－

組合設立に向けての事務支援 組合設立に向けての事務支援
埋蔵文化財調査支援

残工事となる道路築造（舗装
工事）の施工支援

残工事となる道路築造（舗装工
事）の施工支援

5-4　快適な住環境の
確保

水の安定供給対策

【水道事業会計】

市域の老朽配水管の更新を推進す
るとともに、水源地の構築、配水施設
の耐震化その他必要な管網の整備
を行う。

H17～H26

5-1　均衡ある土地利
用の推進

西河原、小比江地
区区画整理支援事
業

特定保留地において、必要な土地区
画整理事業を推進する。

Ｈ18～

中畑・小篠原土地区画整理事業につ
いて、施工主体である組合に対して
必要な補助を実施する。

H13～H21

5-1　均衡ある土地利
用の推進

市三宅東部土地区
画整理支援事業

市三宅東部土地区画整理事業につ
いて、施工主体となる組合の設立を
推進し、それらに必要な補助を実施
する。

Ｈ17～

～H22

5-1　均衡ある土地利
用の推進

中畑・小篠原土地
区画整理支援事業

5-2　道路ネットワーク
の整備

主要市道整備事業 主要な市道の整備を計画的に推進す
る。

策定 －5-2　道路ネットワーク
の整備

道路整備計画の策
定

市の道路整備計画及び実行プログラ
ムの策定を実施し、都市計画道路の
再検討、市道の改良・補修等の必要
箇所について、実態を明らかにする。

H20～H21 内容検討、関係機関調整
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財源区分 金額平成21年度

期間中の事業費（単位：千円）
事業期間

平成20年度

年度別事業内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

平成22年度
事業名施策名 事業概要

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 14,000

事業費 0 事業費 7,000 事業費 7,000 事業費計 14,000

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 1,000

　一般財源 0

事業費 0 事業費 1,000 事業費 0 事業費計 1,000

　国庫支出金 0

　県支出金 16,000

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 2,659

事業費 18,659 事業費 0 事業費 0 事業費計 18,659

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 6,331

事業費 2,701 事業費 1,650 事業費 1,980 事業費計 6,331

　国庫支出金 0

　県支出金 0

　地方債 0

　その他特財 0

　一般財源 0

事業費 0 事業費 0 事業費 0 事業費計 0

6-1　市民活動の促進 （仮称）市民活動支
援基金の設置

まちづくり基本条例に規定のある市
民活動支援基金の設置を行うもの。

制度周知 市民活動資金助成金交付 継続実施

システム改修
窓口収納の手数料支払い
（15％）

手数料支払い（25％） 手数料支払い（30％）

一部試行・職員研修 全体実施 継続実施

台帳整備委託 - -

- 排水シミュレーション作成 基本計画策定

H20～

6-4　効率的・効果的な
行政運営

目標管理制度の導
入

全事務職員を対象に、年度ごとに成
果目標を明らかにし、達成度や取組
状況にもとづいて評定する制度を導
入するもの。

H20～

6-4　効率的・効果的な
行政運営

コンビニ収納の実施 市税や使用料等について、納付機会
の拡充を図るため、コンビニエンスス
トアーでの納付を可能にするもの。

H20～

6-4　効率的・効果的な
行政運営

公有財産台帳整備
事業

市が保有する土地・建物の評価額等
を台帳化するもの。

H20

5-4　快適な住環境の
確保

駅前排水対策事業

【下水特会】

滋賀銀行野洲支店から上流の約
300mの区間における床下浸水や道
路冠水を防止するため、当該地域の
排水対策のあり方を定め、今後の事
業推進を図るもの。

H21～35
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